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気象・土壌ワーキンググループ（五十嵐ＷＧ）（報告） 

 

 

１ これまでの経緯 

令和２年（２０２０年）に、第一種健康診断特例区域の在り方を科学的・合理的な観点

から再検証するため、厚生労働省健康局長（当時）の下に第一種健康診断特例区域等の検

証に関する検討会（以下「検討会」という。）が設置された。 

広島の黒い雨に関する土壌調査については、昭和５１年（１９７６年）と昭和５３年

（１９７８年）に実施されたが、１９６０年代に行われた大気圏内核実験による放射性降

下物の影響により、黒い雨に由来する残留放射線の検出は困難であった1）。また、平成３

年（１９９１年）には気象シミュレーションによる黒い雨の雨域の再現が試みられたが、

入力可能な気象データが不十分であったことや、シミュレーションモデルの限界もあり、

局所的な対流や雲などを充分に表現することができなかった2）。 さらに、平成２４年（２

０１２年）にも科学的検証が行われたが、気象シミュレーションは実施されなかった3）。 

近年、気象学や環境科学の領域の技術は大きく進歩した。気象学の研究領域において

は、各種の気象観測情報を用いて地球全体の気象データを計算することで、過去の気象を

再現する研究が進み、原子爆弾が投下された昭和２０年（１９４５年）当時の気象を再構

築できるようになった。また、環境科学の研究領域においては、放射性核種を用いて高い

精度で土壌サンプルの年代推定が可能になるとともに、微量元素・同位体比解析について

もその精度は以前に比べて格段に高いものとなった。 

検討会では、こうした最新の技術を活用することにより、広島の黒い雨に関する新たな

知見が得られる可能性があるのではないかとの考えから、五十嵐康人特任教授（京都大

学）を中心とした気象・土壌ワーキンググループ（以下、ＷＧ）において、前例のないほ

ど大規模で斬新な手法も採用した調査研究を実施した。ＷＧは、（１）気象モデルによる

原爆投下時の気象再現と爆発雲・衝撃塵・火災で発生した物質の地表面への沈着再現（以

下「気象シミュレーション」という。）及び（２）土壌調査による実証データ取得で構成

され、環境放射線学、原子力科学、地球環境科学の各専門家が最新の知見を踏まえて実施

したものであり、今日の科学の到達点といえる。 

 
1） 広島、長崎の残留放射能調査報告書（昭和５１年、５３年）（財）日本公衆衛生協会 
2） 黒い雨専門家会議報告書（平成３年５月） 
3） 原爆体験者等健康意識調査報告書等に関する検討会（厚生労働省） 
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本報告書は、令和２年度（２０２０年度）の予備的調査を踏まえ、令和３年度から本格

的に５年間にわたり実施された調査の成果をまとめたものである。 

 

２ 気象シミュレーション 

（シミュレーションの手法） 

広島に原爆が投下された当時の気象については、長期再解析データ4）を初期および側面

境界条件5）とした領域気象モデル6）を用いて、広島市を中心とした降水域、放射性物質、

衝撃塵および黒色炭素粒子の輸送・拡散・沈着のシミュレーションを行なった。こうした

シミュレーションは１９９０年代以降にデータ同化技術7）が進展し再解析データが整備さ

れるとともにアンサンブル計算8）を用いた統計的な誤差評価手法が確立されたこと、およ

び大気汚染問題で使用される物質輸送モデル・化学輸送モデル9）が開発されたことではじ

めて可能となった。再解析データの高層気象を含めた現実大気の再現性、および放射性物

質や黒色炭素粒子の大気中動態の再現性については広域的・長期的な観測データなどで確

認を行ったうえで本シミュレーションを実施した。 

計算の結果、広島においては核爆発熱源により積乱雲が発生し最初の降雨が生じている

と考えられた。加えて大規模な街区火災が原爆投下直後から発生し、これが積乱雲群を形

成する主な熱源となり、主要な降水をもたらしたと考えられた。なお、本研究では過去の

研究成果にもとづき、核爆発熱源の１００倍以上の街区火災による熱エネルギーを与えて

 
4）欧州中期気象予報センター（ECMWF）第５世代のグローバル再解析 ERA５は、各種気象観測情報を用いて数

値モデルの予測情報を補正し、より現実に近い気象データを構築する。地表・海上観測とゾンデなどの高層

観測を取り込んだ、１９４０年以降のデータが２０２４年に公開された。 

また推定精度検証のため、同化対象期間の各日について１日２回、１８時間のアンサンブル計算を行ってお

り、本課題における気象場の不確実性が降雨域推定に与える影響評価についてはこちらを使用している。 
5） 気温、湿度、風向・地上気圧、海面温度、地形などの条件のこと。 
6） 高解像度での非静力学気象モデル Weather Research and Forecasting Model（WRF）。米国 NCAR(大気研

究センター)を中心に開発されているコミュニティモデルで、各国の研究機関や気象予報分野で用いられてい

る。本課題では２０２２年に公開されたバージョン４．４を基に、対流雲を解像しうる水平スケールにおい

て都市キャノピーモデルの人工排熱に火災熱源を与える形で火災影響等の評価を行った。 
7） 観測では現実の気象状態を得ることが出来るが、地点や高度、あるいはデータの種類が限定されるととも

に観測誤差を含んでいる。他方、気象モデルでは全ての計算点での推定値が得られるが、使用した仮定など

に基づく推定誤差を含んでいる。各々の不確かさを考慮しつつモデル推定値に対して観測値を用いて統計学

的にもっとも確からしい状態を推定することをデータ同化と呼ぶ。 
8） 気象現象の予測は、わずかな初期値の違いによっても結果が大きく異なるカオス的な性質がある。従って

1 つの計算結果（決定論的予報）だけでは把握できない予報誤差が発生するため、これを評価するために導入

された手法。初期条件を少しずつ変化させて複数の計算を行う。個々の計算をアンサンブルメンバーと呼

ぶ。 
9）本ＷＧでは、Ｃｓ-１３７と衝撃塵には幅広い大気中の輸送・拡散・沈着過程の再現に適した Flexible 

Particle Dispersion Model（FLEXPART）を用い、黒色炭素粒子には化学の反応と輸送過程を組み合わせたモ

デルである WRF/Chem を用いてシミュレーションを行った。 
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計算している10）。 

シミュレーションの結果、当該積乱雲群は、爆心地から北西～北北西方向地域における

降水をもたらしたと考えられた。この降水域のシミュレーションは、過去の「宇田雨域

（強雨）」と概ね整合していた。一方で、広島市街を取り囲む周辺山間地で計算された降

水域は原爆に由来する熱源をすべて除外した計算でも出現したため、夏の午後にしばしば

発生する局所的な驟雨（以下、にわか雨）と推定された（図１）。 

引き続き、気象計算結果を用いて原爆で生じる放射性物質のＣｓ-１３７、衝撃波により

地上で発生する塵および街区火災で発生する黒色炭素粒子の流れと地表面への沈着を、物

質輸送・化学輸送モデルにより計算した。地表付近を漂う物質が地表面に付着する乾性沈

着と、降水に起因する湿性沈着の両者を計算し合算したが、物質の性状（粒径分布、親水

性など）の与え方により結果が変動し、安定した結果を得ることができなかった。 

図１ ERA5 再解析データを用いてシミュレーションした爆発後９時間の積算降水量 [mm] 

橙色は宇田雨域（実線は小雨域、点線は強雨域）、赤色実線は増田雨域、緑色実線は大瀧雨域を示

す。△は爆心地で、宇田らの住民に対する聞き取り調査結果の降雨証言に基づき、降雨証言があっ

た地点を橙色の○、降雨証言がなかった地域を黒色の×で示している。 

 

（気象シミュレーションに含まれる不確実性） 

一般に、実際の気象現象はさまざまな要因が複雑に絡み合って生じるため、気象シミュ

 
10） 広島原爆のエネルギーが６．７×１０１３ジュールと見積もられているのに対して先行調査研究（ＨｉＳ

ｏＦ）では街区火災の総熱源を７×１０１５ジュールと見積もっている。 
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レーションには限界がある。これを気象シミュレーションがはらむ不確実性という。本Ｗ

Ｇにおいては、不確実性評価の目的で実施した１０事例のアンサンブル計算では、例え

ば、街区火災が盛んであった８月６日正午の爆心地の約１０ km 上空で、最大で９０度を

越える風向差（標準偏差約３０度）が事例間でみられ、風速には７．８ ｍ/ｓ の平均に対

して標準偏差 ２．３ ｍ/ｓ のばらつきが見られた。 

また、街区火災から排出される黒色炭素粒子の気象場との相互作用を考慮する精緻なシ

ミュレーションを実施した。その結果、相互作用を考慮しない場合と比較して、爆心地周

辺において積算降雨量５０ ｍｍ以上降雨が減少することが示された。この降雨量の減少

は、上層に存在する黒色炭素粒子が太陽熱を吸収し、周囲の空気を暖めることで上昇流を

弱め、雲の発達を抑制する作用に起因すると考えられた。 

なお、本ＷＧのシミュレーションにより得られた結果について、当時の地上観測値であ

る風向、風速、気温、湿度と比較したところ大きな差異は認められなかった。しかしなが

ら、当時の高高度における気象観測が乏しかったため、積乱雲の移動を決める上層風に関

して、広島上空における当時の実測値との比較を行うことができなかった。したがって、

積乱雲の移動速度や方向に大きく左右される雨域に関しては、本シミュレーションで得ら

れた結果についても一定の不確実性が依然として存在することには留意しなければならな

い。 

 

３ 土壌調査 

（採取と分析の方法） 

土壌調査においては、約５ km 四方に１２０区域を設定し、広島県に該当する１１０区

域について、戦後に改変がなかった可能性のある地点を探索・選定した。これらの地点に

おいて、図２に示すスクレーパー法11）を用い、深さ約１ cm ごとに土壌採取を行った。採

取した土壌については、滅菌、乾燥、篩分けの前処理を行った後、土壌層の年代推定指標

と考えられるＰｂ-２１０（鉛）12）、原爆由来の放射性降下物の指標と考えられるＣｓ-１

 
11） 地表の薄い土層を一定の厚さごとに削り取る手法を用いた。試料は、覆土や客土が施されていない神社仏

閣、史跡、国有林等の土地のうち、戦後一貫して植生が維持され、腐葉土層の厚い堆積が認められる地点に

おいて採取した。さらに、その後の分析により、土壌プロファイル中にＣｓ-１３７のグローバルフォールア

ウトに対応するピークが確認され、かつＰｂ-２１０プロファイルに乱れが認められないことなど、複数の条

件を満たすことを前提として評価を行った。 
12） Ｐｂ-２１０（鉛）は一定の割合で大気から降下し続ける天然放射性核種で、深さごとに規則的な減衰分

布を作るため年代推定に使え、その分布の乱れから土壌の攪乱も判断できると考えられている。 
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３７（セシウム）13）、および街区火災由来の指標と考えられる微粒炭14）を測定した15）。  

 

 

図２ スクレーパー法による層別土壌採取の手順 

試掘坑において表層土壌のコア採取を実施した後、第１層から第３０層まで、スクレーパー法を用

いて土壌採取を行った。植物の根があること等により、第３０層まで採取できなかった場合は、採

取可能な深度までの土壌を採取した。 

 

測定値については、本ＷＧで検証を行い、深さ方向の分布を示すグラフを採取地点ごと

に作成した（以下「プロファイル」という。）。なお、これまでに水底堆積物を対象とし

た研究では、「Ｃｓ-１３７の深度分布は １９４５年の原爆由来の沈着と１９６０年代の

大気中核実験由来の沈着で層序が異なるため両者を識別し得るとする報告」（Kokubu et 

al. ２００８）や「微粒炭は自然火災のみならず、大規模な街区火災から放出されるこ

と」を示した報告（村上ら,２００４）がある。本ＷＧで取り扱う試料は水底堆積物ではな

いものの、陸上土壌においてもこれらの特徴が認められる可能性を期待して、Ｃｓ-１３７

や微粒炭に着目した分析を行うこととした。以下に、土壌調査のフローを示す（図３）。   

 
13） Ｃｓ-１３７（セシウム）は原爆のみならずウランなどの重い元素の核分裂反応を利用する核兵器や原子

炉が使用された際、同反応によって大量に生成される放射性核種である。 
14） 微粒炭は、化学的にきわめて安定していて、堆積物中に良好に保存されるため堆積物中の微粒炭を用いた

森林火災史の研究が世界各地で行われてきた。 
15） Ｃｓ-１３７（セシウム）やＰｂ-２１０（鉛）はＧｅ半導体検出器を用いた γ 線分光法によりＩＡＥＡ

（国際原子力機関）の標準試料を共通の標準として用いて定量した。合計で７０００近くの試料を計測する

ため国内３０を超える機関・測定装置により実施した。各機関で各核種の測定誤差が±１０％程度を目安と

して、測定時間などの条件を調整して計測した。全体のばらつきは同一の試料を各機関で順番に計測する方

法（ラウンドロビン測定）により評価し、そのばらつき（標準偏差）は±２０％以内であった。微粒炭は土

壌試料を酸やアルカリで処理した後、標準となるマーカー粒子を添加の上、光学顕微鏡を用いて計数した。

計数の誤差が５％以下となるように微粒炭粒子の計数が２００以上となるように計測した。 
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１１０区域から採取された計３１４サンプル（１つの区域から複数サンプルを採取して

いる箇所がある。）のうち、１９６０年代の大気中核実験由来と考えられるＣｓ-１３７の

ピークが明瞭に認められた１１３サンプルを「土壌改変なし」と判定した（図３）。この

うち、Ｐｂ-２１０、Ｃｓ-１３７、微粒炭の３項目について測定できたのは６４サンプル

であった（図３）。また、１９６０年代の大気中核実験由来と考えられるＣｓ-１３７のピ

ークよりやや下方の深い部分において、Ｃｓ-１３７の濃度が一度上昇したのちに直ちに再

び低下する所見を「下方ショルダー」と定義した（図３）。６４サンプルのうちこうした

下方ショルダーは１９サンプルに認められた（図３）。このうち下方ショルダーと一致し

た層に、微粒炭のピークが存在したものは２サンプルであった（図３）。このうち１サン

プルについては、１９４５年の沈着として矛盾しない層に、Ｃｓ-１３７の下方ショルダー

と微粒炭の両方が存在していた（図３）。 

 

 

 

図３ 土壌サンプルの分類の流れ 

*３項目とはＰｂ-２１０、Ｃｓ-１３７、微粒炭を指す。 

 

 

（土壌の改変状況の判別） 

図４に土壌の改変状況の判別を示す。図４（a）は「改変なし」と判断された土壌で、１
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９６０年代の大気中核実験由来と考えられるＣｓ-１３７のピークが明瞭に認められるとと

もにＰｂ-２１０ のプロファイルが表層から指数関数的に減少している。これに対して図

４（b）はＰｂ-２１０ のプロファイルは規則性を有するが、Ｃｓ-１３７放射能濃度で規

格化（実測値をその標準偏差で除して規格化を行った）したプロファイルは不規則であ

る。本ＷＧでは改変がないと判断した土壌サンプルを対象として、さらに詳細な分析を行

った。 

 

図４ 改変なしと改変の可能性のある土壌中のＣｓ-１３７とＰｂ-２１０のプロファイル 

(a) 改変なしの土壌プロファイル(b）改変の可能性ありと判断された土壌試料のプロファイル 

 

（Ｃｓ-１３７とその土壌プロファイルについて） 

１９６０年代に実施された大気中核実験により、Ｃｓ-１３７は地球規模で降下している

ため、Ｃｓ-１３７が存在することのみをもって黒い雨の痕跡と解釈することはできない。

このため、本ＷＧではその一手法として、土壌中における Ｃｓ-１３７の放射能濃度の深

度分布を測定した。測定の結果、改変がなかったと判断された地点の土壌のうち１９サン
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プルにおいて、下方ショルダーが認められた（図５）。上方のピークは１９６０年代に実

施された大気中核実験に由来するもの、下方のショルダーは１９４５年の原子爆弾に由来

する可能性があると考えられた（図５)。 

 なお、上方のピークと下方のショルダーの両方が認められたほとんどの地点について、

参考としてＰｂ-２１０の深度分布データと照合したところ、上方のピークは１９６０年

頃、下方のショルダーは１９４５年頃に対応すると解釈しても、大きな矛盾は認められな

かった。ただし、この年代指標には数年～１０年程度の不確実性が伴う。一方で、土壌調

査にはこのような不確実性が伴うことから、これらの深度分布の解釈については、本ＷＧ

内でも複数の見解が存在している。他方、残りの４５箇所では、下方ショルダーを検知で

きなかった（図３）。下方ショルダーについては、上方のピークに比べて極めて小さく、

これは約８０年の経過により黒い雨由来のＣｓ-１３７は当時の約１５％まで減衰してお

り、沈着量が少なかったり、下層への移流・拡散などで検知が困難な濃度水準となってい

たりする可能性も考えられる。 

また、Ｃｓ-１３７の濃度が一度上昇したのちに直ちに再び低下するという「下方ショル

ダー」の定義には当てはまらないものの、低下の角度が緩やかになる「変曲点」を認めた

サンプルもあった。そうした変曲点が、上記下方ショルダーが不明瞭化したものなのか、

Ｃｓ-１３７の濃度の不均一性によるものかは明らかでない。 

 

（微粒炭と土壌プロファイルの評価について） 

Ｃｓ-１３７の下方ショルダーが認められた１９サンプルのうち、下方ショルダーと微粒

炭のピークの層が一致したのは２サンプルであった。このうち１サンプルについては、１

９４５年の沈着として矛盾しない層に、Ｃｓ-１３７の下方ショルダーと微粒炭の両方が存

在した（図５）。後述するように、このサンプルが採取された地点が黒い雨が降ったとさ

れる宇田雨域（強雨）であったことを踏まえると、こうした所見は原爆由来の層を特定す

る際の貴重な手がかりとなり得、今後の研究を考えるうえで意義深いと考えられた。 

なお、Ｐｂ－２１０による年代推計の不確実性を踏まえつつ、変曲点の意味付けがより

明確になれば、原爆由来の土壌の層を特定する際の貴重な手がかりになり得るサンプル数

が増える可能性がある。 
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図５ １９４５年として矛盾しない層にＣｓ-１３７のショルダーと微粒炭のピークが見ら

れる土壌 

左のプロファイル中の青色矢印は１９６０年代の核実験由来と考えられるＣｓ-１３７のピーク、

緑色矢印はＣｓ-１３７の下方ショルダーを示す。 

 

一方で、Ｃｓ-１３７の下方ショルダーが認められたものの、同じ層に微粒炭のピークが

認められなかった箇所もあった。その理由としては、微粒炭が流出した可能性や、Ｃｓ-１

３７と微粒炭の発生源の違い（放出高度および継続時間、発生源自体の位置や空間的な拡

がりなど）に起因している可能性も考えられた。たとえば地表から放出された黒色炭素粒

子は対流により上層に達したのち上層風で輸送されるものと地表付近を下層風で輸送され

るものに分かれ、輸送方向は一致しない。その結果として「黒い雨」の沈着は複雑な分布

となり、その含有成分やそれらの物質濃度も一定ではなかった可能性はあり得る。 

なお、微粒炭は野焼きや自然火災等といった他の要因の影響によってもバックグラウン

ドとして蓄積され得る。したがって、微粒炭が存在することのみをもって黒い雨の痕跡と

解釈することは現段階では困難である点に留意しなければならない。 

 

４ 気象シミュレーションと土壌調査から得られた黒い雨の痕跡の考察 
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土壌調査の結果と気象シミュレーションで得られた降下物の沈着域と重ね合わせて、さ

らなる検証を行った。なお、土壌調査と気象シミュレーションの結果を比較するに当たっ

ては、土壌調査で認められる沈着物は、理論的には湿性沈着だけではなく乾性沈着も含み

得る点に注意しなければならない。 

前述のように、土壌調査から１９４５年として矛盾しない深さのサンプルにＣｓ-１３７

のショルダーおよび微粒炭のピークが認められた地点１箇所は、気象シミュレーションに

おいて認められた爆心地から北西～北北西方向地域の積乱雲群による降水域（いわゆる宇

田雨域の強雨地域）に存在した（図６の＊印の区画）。 

図６ 1945 年の地層にＣｓ-１３７と微粒炭が検出された位置 

ERA５再解析（WRF）による降雨分布に、土壌サンプルにおけるＣｓ-１３７と微粒炭が検出された

位置（＊）を示した。降雨分布と土壌中核種検出状況の空間的対応関係を示す。 

 

一方で、図６の＊印以外の区画であっても、気象シミュレーションで雨が降ったという

結果が得られた地点もあった。 

黒い雨に含まれるＣｓ–１３７や微粒炭は、これらの物質を含む雨が集中的に降った場所

に多く落下・沈着すると考えられる。これらの物質は広い範囲に均一ではなく、一般に特

定の範囲に偏って沈着する可能性が高い。この点、土壌調査ではおよそ５ｋｍ四方におけ

る一地点のみの調査であり、空間代表性が低い。すなわち「空振り」があり得る。一方

で、気象シミュレーションで再現される降雨域は０．４ km 格子の空間分解能をもつ。こ

うした気象シミュレーションと土壌調査の空間分解能の差異が、両者の結果の違いに影響

している可能性がある。 
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また、Ｐｂ－２１０による年代推計の不確実性や変曲点の意味付けがより明確になるこ

とで、将来的に土壌調査と気象シミュレーションの結果の違いを説明できるようになる可

能性がある。 

なお、入力可能な気象情報が格段に豊富な現在の局地気象予報においてさえ、ピンポイ

ントの降水予測は非常に困難であることが認識されている。今回の気象シミュレーション

では、こうした当時の降雨の局所的特性までを捉えているとはいえず、土壌調査結果との

比較では、そうした気象シミュレーションの限界に留意しなければならない。 

こうした結果を総合的に踏まえると、本ＷＧで得られたデータから、現時点での科学技

術をもってしても、黒い雨が降った範囲を正確に特定するにはいたらなかった。 

 

５ その他、明らかになった科学的事実 

 

 本ＷＧでは、気象シミュレーションや土壌調査を行う過程で、黒い雨の痕跡の特定に寄

与する可能性のあるものを中心に、当時の広島原爆に係るいくつかの重要なデータが得ら

れた。 

第一に、黒い雨の痕跡とされている金屏風や白壁の黒色部分を分析した結果、微粒炭、

硫酸塩ならびに硝酸塩が検出された。この結果は、黒い雨に煤とともに微粒炭、酸性成分

が含まれていたことを示唆する。 

第二に、改変のない土壌の深度別元素分布の調査から、黒い雨の降雨域と考えられる土

壌において、タングステン、亜鉛といった金属元素の極大ピークが認められた。タングス

テンについては原爆の中性子反射材由来、亜鉛は金属の中では揮発性が高く原爆の高温環

境で気化後、黒い雨とともに沈着したものである可能性はあるが、分析点数が少ないため

断定は困難であった。 

第三に、原爆由来であると指摘されている熔融粒子16）が実際に降下物の指標として有効

であるかについて検証した。熔融粒子は、花火など他起源の粒子とも形状や組成が類似す

る場合があり、必ずしも原爆由来と断定できないことから黒い雨の指標としての利用は適

切ではないと考える。なお、特定の種類の熔融粒子において同位体比の異常が認められた

ものの、分析点数が限られているため、断定するには至らなかった。 

第四に、爆発シミュレーションにおいては、火球形成過程を対象とした流体力学モデル

17）を用い、気温・気圧・密度・風速等の物理量を物理法則に整合する形で計算した。火球

 
16） 原爆のような極めて高温の事象で、鉱物・金属・ガラスなどが一度熔融し、急冷して固まった粒子のこ

と。 
17） 原爆のような極端に高温・高圧の爆発で生じる空気の動きを物理法則に基づいて再現するための数値モデ

ル。 
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の上昇挙動については、ネバダ実験場における核実験データとの比較により検証を行い、

また衝撃波の強度については文献値との比較により妥当性を確認した。 

第五に、原爆投下直後に仁科博士らによって採取された土壌試料の分析値と戦後間もな

く測定された放射線量率のデータについて、改めてデータ解析を行った。その結果、線量

の高い地点と低い地点の２群に分類されることが明らかとなった。この違いが湿性沈着と

乾性沈着の差異に起因するものであるか否かについて検討するためには、今後さらなる研

究が重要であると考えられる。 

 

６ まとめ 

 

約８０年前の原爆投下当時の状況について、気象シミュレーションと土壌調査の双方を

最新かつ斬新な手法を取り入れて実施した。具体的には、アンサンブル計算など最新手法

を取り入れたかつてない精度でのシミュレーション計算を達成することができた。また、

土壌調査では地域の土壌を採取し、放射性物質のＣｓ-１３７と共に新たに微粒炭にも着目

し土壌深度方向の分析を実施した。 

気象シミュレーションの結果、激しい降雨があったと推定された地域から採取された土

壌サンプルからＣｓ-１３７の下方ショルダーや微粒炭のピークが検出された。このような

知見は原爆由来の土壌の層を特定する際の貴重な手がかりとなり得、今後の研究を考える

うえで意義深いものであった。一方、気象シミュレーションと土壌調査の結果が一致しな

かった地点も相当数存在しており、現時点の科学技術をもってしても黒い雨が降った範囲

を正確に特定するにはいたらなかった。また、広島に投下された原爆以外にも発生源のあ

るＣｓ-１３７や微粒炭、気象シミュレーションといった単一指標や手法をもって、黒い雨

の範囲を推定することは現段階では困難であった。 

将来的に、気象シミュレーションのさらなる高精度化や土壌年代推定手法や微量物質の

分析手法とデータ解析手法、土壌での物質分布モデルなどの発展により、これらの測定結

果の意味づけや解釈がより明確になることが望まれる。本ＷＧで収集したデータや土壌試

料を含む諸資料は、今後の研究を進めるうえで極めて重要な基礎となるものである。 
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